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１．業務の概要 

 公益財団法人放送番組センターは、放送法第167条の「放送番組センター」の指定を受けて横浜市中区
（横浜情報文化センター）に「放送ライブラリー」を設置し、放送番組の収集・保存・公開、及び放送文
化に対する理解を促進する常設・企画展示・公開セミナー等を開催している。 

 財源は、民放、ＮＨＫ、横浜市が出捐した基金（91.8億円）をもとにした基本財産の運用益、及び民
放・民放連・ＮＨＫの毎年度の拠出金、賛助金、公益団体の事業助成金等である。 

 

                  ●常設展示、イベントホール（９階） 

                     

                         

 

 

 

 

                  ●視聴ホール（８階） 

                   視聴システム（HDDサーバー〈40TB〉によるVODシステム） 

                   研究者用ブース2台 一般用ブース60台（100席） 
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 全国の民放、ＮＨＫ 
  ＢＬクリエーター支援サービスの運用 
 公共施設 
  サテライト・ライブラリーの設置 
 大学 
  教育への利用 

インターネット 



２．放送法の規定 

 業務（第168条） 

1. 放送番組を収集し、保管し、及び公衆に視聴させること。 

2. 放送番組に関する情報を収集し、分類し、整理し、及び保管すること。 

3. 放送番組に関する情報を定期的に、若しくは時宜に応じて、又は依頼に応じて提供すること。 

4. 前３号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

 収集の基準等（第169条） 

1. センターは、放送番組の収集の基準を定め、これに従って放送番組を収集するものとする。 

2. センターは、基幹放送事業者に対し、センターが放送番組の収集に必要な限度において定める
基準及び方法に従って、放送番組に関する情報の提出を求めることができる。 

3. センターは、前項の規定による求めに応じて提出された情報を前条に規定する業務の用以外の
用に供してはならない。 

 

 放送番組収集諮問委員会（第170条） 

1. センターは、放送番組収集諮問委員会を置くものとする。 

2. 諮問委員会は、センターの諮問に応じ、収集の基準等に関する事項を審議する。 

3. センターは、収集の基準等を定め、又はこれを変更しようとするときは、諮問委員会に諮問し
なければならない。 

4. センターは、諮問委員会が第２項の規定により諮問に応じて答申したときは、これを尊重して
必要な措置をしなければならない。 

5. 諮問委員会の委員は、協会が推薦する者、学園が推薦する者、基幹放送事業者が組織する団体
が推薦する者及び学識経験を有する者のうちから、センターの代表者が委嘱する。 

２ 



３．放送番組に関する情報の提出に関する基準及び方法 

1. センターは、「放送番組収集基準」に基づき、番組保存委員会における審議を経て、収集・保存し、

公開する番組を選定する。 

2. 選定した番組については、センターはそれを放送した放送事業者に通知し、当該番組のセンターに

おける収集・保存および公開について許諾を求める。 

3. 放送事業者が収集・保存及び公開を許諾した番組については、センターは当該放送事業者に対して、

別に定める「保存番組記録表」により、以下の事項について情報の提出を求める。 

ア．番組の放送に関する事項 

  （放送日、放送時刻、制作会社等） 

イ．番組の内容に関する事項 

  （番組の概要、受賞歴等） 

ウ．番組の収集・保存及び公開に当たって処理を必要とする著作権等に関する事項 

  （番組の著作権者、使用著作物の題名及び権利者名、制作スタッフ等） 

エ．番組の収集・保存及び公開に当たって保護を必要とするプライバシー、人権等に関する事項 

  （保護を必要とする個人、団体の名称、連絡先、及びその事由等） 

 

４ 



４．放送番組収集基準（テレビ番組） 

1. 国内および海外の賞を受けた番組 

2. 高視聴率、視聴者の反響など話題を集めた番組 

3. 表現技法、制作技術などにおいて新しいジャンルを開拓した番組 

4. 現代史、社会風俗、人物などの記録として価値のある番組 

5. 芸術、科学、伝統文化などの記録として価値のある番組 

6. 長期間継続して放送された番組 

7. 各社が当センターにおける保存・公開を希望した番組 

8. その他、放送史の記録として適当と認められる番組 

 

－註－ 

① ニュースおよびその関連番組は、収集基準の４、８に該当するものを収集対象とする。 

② 保存番組に付随する資料も収集対象とする。 

③ 劇場用映画および外国制作番組は、原則として、収集の対象外とする。 

３ 



５．放送事業者、著作権管理団体との協定 

 センターは、放送番組の収集、保存、公開等の業務を円滑に実施するため、関係団体と基本協定・覚書を締結

し、番組及び番組に関する情報の収集方法、著作権等の処理、利用範囲などを定めている。 

 

1. 放送事業者、番組製作会社 

一般社団法人 日本民間放送連盟 

日本放送協会 

一般社団法人 全日本テレビ番組製作社連盟 

 全日本テレビ番組製作社連盟に加盟しない製作会社から番組の提供を受ける際は、個別に覚書を
交換する。 

2. 著作権管理団体 

協同組合 日本脚本家連盟（脚本） 

協同組合 日本シナリオ作家協会（脚本） 

公益社団法人 日本文藝家協会（原作、挿入された文芸作品） 

公益社団法人 日本芸能実演家団体協議会/実演家著作隣接権センター（実演） 

一般社団法人 日本音楽事業者協会（実演） 

一般社団法人 映像コンテンツ権利処理機構（実演） 

一般社団法人 映像実演権利者合同機構（実演) 

 

 日本音楽著作権協会、日本レコード協会、日本芸能実演家団体協議会が管理する音楽著作物、レコードの使

用については、民放連、NHKが各団体と協定する著作物等の利用許諾範囲に「公益法人が設置した放送番組

ライブラリーへの提供」が定められているため、センターからの許諾申請は不要。 

 管理団体を通じて処理できない著作権、著作隣接権、肖像権等は、個別交渉により処理する。 

５ 



６．放送番組の公開 

 収集・保存した放送番組（テレビ、ラジオ、ＣＭ）及び劇場用ニュース映画（毎日世界ニュース/大毎
ニュース、1956～1971年）は、「放送ライブラリー」の施設内において無償で公開するほか、一部のテ
レビ・ラジオ番組については、ＩＰ伝送によって、a）公共施設と連携して設置するサテライト・ライブ
ラリーでの公開、b）大学の講義における利用、c）全国の放送局における若手制作者の研修等（BLクリ
エーター支援サービス）、に利用している。 

 

 

６ 

テレビ番組の公開本数（平成27年10月31日現在） 

 ラジオ番組の保存本数は4,525本。そのうち、4,043本を公開。 
 CMは、全日本シーエム放送連盟（ACC）から、ACC CMフェスティバルの入賞作品の提供を受

け、テレビCM7,023本、ラジオCM3,152本を公開。 

ＮＨＫ 
民放    

キー局 

民放     

地方局 
放送大学 

公開本数 4,185 4,250 6,839 44
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７．放送番組に関する情報の公開 

 放送ライブラリーで公開する放送番組、劇場用ニュース映画の情報はデータベース化し、試聴の際の検

索に使用するほか、ホームページで公開している。 

  

                ホームページの検索条件入力画面       

 

７ 



   

      検索結果 一覧表示画面       

 

８ 

検索結果 詳細表示画面 


